
ヤマサ總業株式会社

貸　　借　　対　　照　　表

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　　　目 金　　　　　額 科　　　　　目 金　　　　　額

千円　 千円　

Ⅰ【流　動　資　産】 2,620,277 Ⅰ【流　動　負　債】 1,600,693 
　　現 金 ・ 預 金 716,922 1年以内に期限到来の固定負債 21,474 
　　受　取　手　形 286,775 　　支　払　手　形 219,385 
　　売　　掛　　金 899,145 　　買　　掛　　金 528,944 
　　棚　卸　商　品 461,402 　　短 期 借 入 金 370,000 
　　貯　　蔵　　品 2,512 　　未　　払　　金 205,120 
　　未　収　入　金 92,165 　　未 払 消費税等 9,169 
　　短 期 貸 付 金 160,000 　　仮　　受　　金 13,645 
　　仮　　払　　金 532 　　前　　受　　金 152,753 
　　前　　払　　金 1,741 　　預　　り　　金 11,443 
　　貸 倒 引 当 金 △920 　　賞 与 引 当 金 66,181 

　　未 払 法人税等 2,576 
Ⅱ【固　定　資　産】 5,874,608 
　１（有形固定資産） 2,840,922 Ⅱ【固　定　負　債】 1,102,433 
　　建　　　　　物 238,104 　　長 期 借 入 金 700,916 
　　構　　築　　物 137,982 　　預 り 保 証 金 6,763 
　　建物 附属 設備 48,233 　　リ ー ス 負 債 3,005 
　　機　械　設　備 55,671 　　退職給付引当金 356,960 
　　プロパン 容 器 0 　　役員退職慰労引当金 34,786 
　　車 両 運 搬 具 1,395 
　　什　器　備　品 10,585 負　債　合　計 2,703,126 
　　土　　　　　地 2,346,165 純 資 産 の 部

　　リ ー ス 資 産 2,783 科　　　　　目 金　　　　　額

　２（無形固定資産） 208,924 千円　

　　電 話 加 入 権 8,482 Ⅰ【株　主　資　本】 5,756,662 
　　水道施設利用権 545 　　資　　本　　金 96,000 
　　借　　地　　権 13,802 　　資 本 剰 余 金 85,764 
　　の　　れ　　ん 184,900 　　　資 本 準 備 金 3,477 
　　ソフトウェア 1,192 　　　その他資本剰余金 82,287 
　３（投資その他の資産） 2,824,762 　　利 益 剰 余 金 5,574,897 
　　仮払生命保険料 53,685 　　　利 益 準 備 金 48,000 
　　保　　証　　金 213,228 　　　その他利益剰余金 5,526,897 
　　出　　資　　金 3,002 　　　　別 途 積 立 金 4,550,000 
　　長 期 前払費用 4,546 　　　　繰越利益剰余金 976,897 
　　投 資 有価証券 761,286 (当期純損益) (△1,542,701)
　　長 期 貸 付 金 1,634,781 　【評価・換算差額等】 35,097 
　　繰延税金資産 154,230 その他有価証券評価差額金 35,097 

純 資 産 合 計 5,791,759 
資　産　合　計 8,494,885 負債・純資産合計 8,494,885 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。  

２０２０年　３月３１日現在



個 別 注 記 表 

ヤマサ總業株式会社 

2019年 4月 1日から 

2020年 3月 31日まで 

 

１．重要な会計方針にかかる事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価は、子会社株式及び関連会社株式については移動平均法による原価法、

その他有価証券のうち、時価のあるものについては決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）、時価のないものについては移動平均法による原価法によっている。 

②たな卸資産の評価は LPガスは総平均法による原価法、LPガス以外は最終仕入原価法に

よる原価法によっている。 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

 有形固定資産の減価償却は、定率法によっている。ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）並びに 2016年 4月 1日以降に取得した建物附属設備

及び構築物については、定額法を採用している。 

 無形固定資産の減価償却は、定額法によっている。 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却は、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

 

（３）引当金の計上基準 

①貸倒引当金は、期末現在に有する金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能

のおそれがある金銭債権について、回収不能見込額を計上している 

②賞与引当金は、従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上してい

る。 

③退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上している。 

④役員退職慰労引当金は、役員に対して支給する退職慰労金の支出に備えるため、当期末

における支給見込額を計上している。 

 

（４）その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務 

 ①担保に供している資産 

現預金       70,700千円 



 ②担保付債務 

  買掛金       31,442千円 

 

（２）有形固定資産の減価償却累計額 2,523,489千円 

 

３．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

  繰延税金資産 

退職給付引当金、賞与引当金 

  繰延税金負債 

   その他有価証券評価差額金 

 

４．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額    1,508円 27銭 

１株当たり当期純損失    401円 75銭 

 

５．その他の注記 

記載金額は千円未満を切り捨てて表示している。 


